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第116回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

平成30年６月７日

表紙
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⑸　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結

子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上している。また在外連結子会社は、個別判定で計上し
ている。なお、連結会社相互の債権・債務を相殺消去したことに
伴う貸倒引当金の調整計算を実施している。

②賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に充てるための引当で、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上している。

③役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与支給に充てるための引当で、当連結会計年度に負担す
べき支給見込額を計上している。

④製品保証引当金　　　　　　　　製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当
で、保証書の約定に従い、過去の実績を基礎にして計上している。

⑤メンテナンス引当金　　　　　　リース契約等に基づき、リース期間中に発生が見込まれるリース
車両整備費用等のメンテナンス原価の支出に備えるため、発生見
込総額のうち既経過リース期間に対応する額を計上している。

⑥役員株式給付引当金　　　　　　取締役等への当社株式の給付に充てるための引当で、当連結会計
年度に負担すべき給付見込額を計上している。

⑹　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ている。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定及び非支配株主持分に含めている。

⑺　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
a．為替予約及び通貨オプション
　振当処理（要件を満たしていないものを除く）
b．金利スワップ、金利オプション
　繰延ヘッジ処理または金融商品に関する会計基準に定める特例処理

②ヘッジ手段とヘッジ対象
a．ヘッジ手段
　金利スワップ、金利オプション、為替予約取引、通貨オプション
b．ヘッジ対象
　外貨建債権債務、借入金
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⑽　デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。（上記⑼参照）
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているた
め、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載している。

(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額2,353百万円）、非連結子会社及び関連会社に対するもの（連結貸借
対照表計上額81,735百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷　投資有価証券」には含めていない。

賃貸等不動産に関する注記
金額的重要性がないため省略した。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,167円68銭
１株当たり当期純利益 134円17銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はない。

－ 8 －
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⑸　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上している。なお、退職給付債務の算
定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっている。過去勤務費用
は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）
による定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしている。

⑹　役員株式給付引当金　　　　　　　取締役等への当社株式の給付に充てるための引当で、当事業年度
に負担すべき給付見込額を計上している。

６．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

７．重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　a.為替予約及び通貨オプション

振当処理（要件を満たしていないものを除く）
b.金利スワップ、金利オプション
繰延ヘッジ処理または金融商品に関する会計基準に定める特例
処理

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　a.ヘッジ手段
金利スワップ、金利オプション、為替予約取引、通貨オプショ
ン
b.ヘッジ対象
外貨建債権債務、借入金

⑶　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　当社は、将来の市場価格の変動に対するリスクヘッジとしてデリ
バティブ取引を導入しており、外貨建債権債務、借入金の範囲で
利用している。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比
較して有効性の判定を行う。ただし、特例処理によっている金利
スワップについては有効性の評価を省略している。

－ 10 －
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 473,776百万円

２．保証債務
三井住友トラストクラブ㈱ 6百万円
従業員住宅借入金 0百万円
　計 6百万円

３．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 163,379百万円
長期金銭債権 4,540百万円
短期金銭債務 87,413百万円
長期金銭債務 465百万円

４．事業用土地の再評価
　「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年3月31日　法律第24号）に基づき、事
業用土地の再評価を行っている。この評価差額のうち、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上している。
　再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差
額は、62,961百万円である。

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 697,773百万円
仕入高 298,047百万円
営業取引以外の取引高 27,490百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類と数
普通株式 60,830,314株

（注）自己株式数には、取締役等を受益者とする信託が保有する864,808株を含めている。

－ 12 －
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産（流動資産）
未払費用見積計上 5,456百万円
製品保証引当金 1,936百万円
賞与引当金 3,182百万円
未払事業税 667百万円
たな卸資産評価減 1,441百万円
その他 298百万円
評価性引当額 △741百万円

繰延税金資産（流動資産）合計 12,241百万円
繰延税金負債（流動負債）
繰延ヘッジ損益 270百万円
受取配当金 397百万円

繰延税金負債（流動負債）合計 667百万円
繰延税金資産（流動資産）の純額 11,574百万円
繰延税金資産（固定資産）
退職給付引当金 17,224百万円
投資評価減 9,103百万円
その他 1,503百万円
評価性引当額 △10,465百万円

繰延税金資産（固定資産）合計 17,365百万円
繰延税金負債（固定負債）
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

14,490百万円
21百万円

繰延税金負債（固定負債）合計 14,512百万円
繰延税金資産（固定資産）の純額 2,853百万円

－ 13 －
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.8％
（調整）
評価性引当額の増減等 0.9％
外国源泉税額 5.2％
受取配当益金不算入 △10.9％
税額控除 △10.5％
その他 0.8％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.3％

関連当事者との取引に関する注記
子会社

会社等の名称
議決権等の
所 有 ・
被所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 金 額
（百万円）
（注2）

科 目 期 末 残 高
（百万円）

いすゞ自動車
販売㈱

直接
75% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 435,362 売 掛 金 100,034

いすゞｵｰｽﾄﾗﾘ
ｱﾘﾐﾃｯﾄﾞ

直接
100% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 50,651 売 掛 金 14,796

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場価格等を十分に勘案し、交渉の上で決定している。
（注2）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 754円20銭
１株当たり当期純利益 74円25銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はない。

以　上

－ 14 －
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